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大口町の給与・定員管理等について 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（平成 22 年度 普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

     (22年度末) 

歳 出 額 

        Ａ

実質収支

 

人 件 費 

      Ｂ

人件費率

 Ｂ／Ａ

(参考) 

21年度の人件費率 

22年度 
人 

22,126 

千円

7,373,076

千円

188,806

千円

1,373,975

％

18.6 

％

16.1 

 

(2) 職員給与費の状況（平成 22 年度 普通会計決算） 

区 分 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 
一人当たり

給与費 B/A

(参考) 

類似団体平均 

一人当たり給与費
給  料 職員手当

期末･勤勉

手当 
計 Ｂ 

22年度 
    人 

172 

千円 

591,458 

千円

97,968 

千円

212,609

千円

902,035 

千円

5,244 

千円

5,508 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。 

３ 普通会計とは一般会計、土地取得特別会計、国際交流事業特別会計及び社本育英事業特別会計をいう。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

あり、大口町の類似団体は全国３７団体（平成２３年４月１日現在）が該当する。 
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２ 一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在） 
 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
135,600 円 185,800 円 222,900 円 261,900 円 289,200 円 320,600 円 366,200 円

最高号給の 

給料月額 
243,700 円 309,200 円 356,400 円 390,100 円 402,500 円 424,600 円 458,400 円

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 
平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

大口町 ４２．８歳 321,200円 385,800円 345,337円

愛知県 ４３．２歳 347,067円 448,527円 398,069円

国 ４２．３歳 327,205円 － 397,723円

類似団体 ４３．１歳 319,482円 379,417円 346,821円

 

②技能労務職 

区  分 

公務員 民間 

Ａ/Ｂ平均 

年齢 
職員数 

平均給料

月額 

平均給与

月額(Ａ)

対応する

民間の

類似職種

平均 

年齢 

平均給与

月額(Ｂ)

大口町 ５０．９歳 5人 200,200円 208,300円 調理士 ３９．６歳 270,900円 0.77

 学校給食員 ５１．３歳 4人 193,100円 194,800円 調理士 ３９．６歳 270,900円 0.72

 そ の 他 

(保育所調理員) ４９．３歳 1人 228,600円 262,400円 調理士 ３９．６歳 270,900円 0.97

愛知県 ５２．１歳 470人 351,421円 405,045円 － － － － 

国 ４９．５歳 3,689人 283,862円 321,662円 － － － － 

類似団体 ４９．７歳 19人 274,304円 295,456円 － － － － 

   

区  分 

参考 

年収ベース(試算値)の比較 

公務員 

(Ｃ) 

民間 

(Ｄ) 
Ｃ/Ｄ 

大口町 3,366,400円 3,679,500円 0.91 

 学校給食員 3,157,000円 3,679,500円 0.86 

 そ の 他 

(保育所調理員) 4,205,300円 3,679,500円 1.14 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当等の諸手当の額

を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

３ 民間データは賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。 

４ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

しているものではない。 

５ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12倍したものに、公

務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加え

た試算値である。 
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(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 大口町 愛知県 国 

一般行政職 
大 学 卒 172,200円 181,300円 172,200円

高 校 卒 144,500円 146,500円 140,100円

技能労務職 
高 校 卒 128,800円

（平均）

133,100円 ―

中 学 卒 119,900円 ―

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大 学 卒 257,100円 318,100円 353,300円 

高 校 卒 該当職員なし 295,500円 該当職員なし 

技能労務職 
高 校 卒 該当職員なし 該当職員なし 該当職員なし 

中 学 卒 該当職員なし 228,600円 該当職員なし 

 
３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級 主事補の職務  ９人  ７．３％ 

２級 主事の職務 ２７人 ２２．０％ 

３級 主任の職務 ２５人 ２０．３％ 

４級 主査の職務 ２１人 １７．１％ 

５級 課長補佐の職務 １７人 １３．８％ 

６級 課長、主幹の職務 １５人 １２．２％ 

７級 部長、参事の職務  ９人  ７．３％ 

合  計 １２３人 １００．０％ 

  （注）１ 大口町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

       ３ 一般行政職とは、保育士や技能労務職など、専門的な職種を除いた職員をいう。 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況 

勤務成績による昇給区分 

勤務成績 昇給区分 昇給の号給数 

勤務成績が極めて良好である職員 Ａ ８号給以上 

勤務成績が特に良好である職員 Ｂ ６号給 

勤務成績が良好である職員 Ｃ ４号給 

勤務成績がやや良好でない職員 Ｄ ２号給 

勤務成績が良好でない職員 Ｅ ０号給 

職員の昇給は勤務成績に応じて行うものとしており、毎年勤務評定を実施している。 

昇給区分は勤務成績が良好である職員が４号給昇給することを標準としている。 

 

５ 職員の手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

大口町 愛知県 国 

１人当たり平均支給額(22年度) 

          1,219千円 

１人当たり平均支給額(22年度) 

         1,660千円 
― 

（22年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分      1.35月分 

(1.45)月分   (0.65)月分 

（22年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分      1.35月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（22年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 

2.60月分      1.35月分 

(1.45)月分   (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ５～２０％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ３～２０％ 

・管理職加算  ４～２５％ 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算   ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

 （注）１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

    ２ 再任用職員とは、定年退職等により退職した者を、任期を定めて改めて採用した者をいう。 
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(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

大口町 国 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 20年      23.5 月分   30.55月分 

勤 続 25年      33.5 月分    41.34月分 

勤 続 35年      47.5 月分    59.28月分 

最高限度額      59.28月分    59.28月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置) ２～２０％加算 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 20年      23.5 月分   30.55月分 

勤 続 25年      33.5 月分    41.34月分 

勤 続 35年      47.5 月分    59.28月分 

最高限度額      59.28月分    59.28月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職特例措置) ２～２０％加算 

 

(3) 地域手当（平成２３年４月１日現在） 

支給実績 （２２年度決算） 0円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 0円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

全地域 －％ －人 － 

 

(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

支給実績（２２年度決算） 1,451千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 38,184円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 20.8％

手当の種類（手当の数） １

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

保育手当 保育士 保育業務 
給料月額の100分の2 

(上限月額4,000円) 

 

(5) 時間外勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

支給実績(２２年度決算) 45,585千円

職員１人当たり平均支給年額(２２年度決算) 396,389円

支給実績(２１年度決算) 48,564千円

職員１人当たり平均支給年額(２１年度決算) 376,465円

 

(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績 

（22年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（22年度決算） 
扶養手当 １ 配偶者 13,000円 

２ 配偶者以外の扶養親族 

 １人につき6,500円 

（職員に配偶者がない場合その内

１人については11,000円） 

３ 15歳に達する日後の最初の4月1

日から22歳の達する日後の最初の

3月31日までの間にある子１人に

つき5,000円を加算 

同じ なし 17,216千円 217,924円
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住居手当 借家・借間に居住している職員 

ア 月額23,000円以下の家賃を支

払っている職員 

・家賃－12,000円 

イ 月額23,000円を超える家賃を

支払っている職員 

・11,000円＋(家賃－23,000円)/2

限度額27,000円 

同じ なし 6,139千円 279,045円

通勤手当 １ 交通機関等の利用者 

６か月の定期券相当額 

限度額 １か月55,000円 

２ 自動車等の利用者 

使用距離（片道２ｋm以上）により

2,000円～24,500円 

同じ なし 4,659千円 37,269円

管理職手当 給料月額の100分の25を超えない

範囲内 
同じ なし 19,391千円 668,662円

管理職特別

勤務手当 

 管理職が緊急に休日勤務等をした

場合、勤務1回につき8,000円を超え

ない範囲で支給 

同じ なし 227千円 7,094円

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在） 
 

区    分 給 料 月 額 等 

給
料 

  （参考）類似団体における最高／最低額 

町          長 643,300円 880,000   円／  359,000 円 

副 町 長 716,000円 716,000   円／  461,000 円 

報
酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

414,000円 

334,000円 

303,000円 

445,000   円／ 275,000 円 

372,000   円／ 213,300 円 

340,000   円／ 192,600 円 

期
末
手
当 

町 長 

副 町 長 

（平成２２年度支給割合） 

        2.95 月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（平成２２年度支給割合） 

        2.95 月分 

退
職
手
当 

町 長 

 

副 町 長 

        （算定方式）           （１期の手当額）  （支給時期） 

643,300円×在職月数×0.45 ＝ 13,895,280円     任期毎 

 

716,000円×在職月数×0.27 ＝   9,279,360円     任期毎 

  (注)１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤

めた場合における退職手当の見込額である。 

２ 町長の給料は、自身の選挙公約に基づき平成 21 年 12 月 1 日から平成 25 年 10 月 31 日ま

で 30％削減する。 
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７ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由                              （各年４月１日現在） 

          区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年
増 減 数

主な増減理由 
平成23年 平成22年 

普
通
会
計
部
門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議会 

総務 

税務 

民生 

衛生 

農林水産 

商工 

土木 

３ 

４３ 

９ 

６１ 

１７ 

５ 

１ 

１０ 

３

４０

１０

６０

１９

５

１

１１

３

△１

１

△２

△１

 

総務部門職員の充実のため 

退職職員の不補充のため 

民生部門職員の充実のため 

他部門の充実のため 

 

 

他部門の充実のため 

小 計 １４９ １４９ ０
＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  67.34 人 
類似団体の人口 1万人当たり職員数 64.79 人 

教育部門 ２１ ２４ △３ 退職職員の不補充のため 

小 計 １７０ １７３ △３
＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  76.83 人 
類似団体の人口 1万人当たり職員数 82.45 人 

公 
営会 
企計 
業部 
等門 

下水道 

国保 

介護 

４ 

３ 

４ 

４

３

４

 

小 計 １１ １１  

合  計 
１８１ 

[２１０] 
１８４

[２１０]
△３

＜参考＞ 人口1万人当たり職員数  81.80 人 

  （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む） 

     ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在） 
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区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳

～  

35歳 

36歳

～  

39歳 

40歳

～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳

～  

51歳

52歳

～  

55歳

56歳

～  

59歳

60歳

 

以上

計 

職員数 0人 4人 10人 15人 27人 22人 15人 20人 23人 25人 19人 0人 180人

 

(3) 職員数の推移 

（単位：人・％） 

年度 

 

部門別 

18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 
過去 5 年間 

の増減数（率） 

一般行政 160 159 156 155 149 149 △11（△6.9％）

教育 24 25 23 24 24 21 △3（△12.5％）

普通会計計 184 184 179 179 173 170 △14（△7.6％）

公営企業等会計計 13 14 13 13 11 11 △2（△15.4％）

総合計 197 198 192 192 184 181 △16（△8.1％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  
 
 


